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１ 「ふるさと秋田農林水産ビジョン（仮称 」の策定について． ）

（農林水産業・農山漁村振興基本計画）

農林政策課

平成２２年４月から ふるさと秋田元気創造プラン がスタートしたことを踏まえ 秋「 」 、「

田の農林水産業と農山漁村を元気づける条例」に基づく基本計画として 「ふるさと秋田、

農林水産ビジョン（仮称 」を策定する。）

１ 計画期間

平成２２年度～平成３２年度（概ね10年後）

※ 県の基本指針（元気創造プラン）との整合性を図るため、平成25年度に見直し

２ 策定に当たっての視点

(1) 「新世紀あきたの農業・農村ビジョン」に基づく取組状況の検証

(2) 国の「食料・農業・農村基本計画」及び「森林・林業基本計画」の方向性との整合

性の整理

(3) 県政の新たな指針である「ふるさと秋田元気創造プラン」を基本に、地域対策と環

境対策を付加することにより農林水産施策全体を網羅

３ 概要（別紙１ 参照）

(1) 農林水産ビジョンの策定にあたって

①農林水産ビジョンの策定（趣旨、実施期間等）

（ 、 ）②我が国の農林水産業を取り巻く情勢 本県の現状と課題 これまでの施策の検証等

(2) 農林水産ビジョンの目指す姿

①本県農林水産業の発展の可能性

②目指す姿

（別紙２ 参照）(3) 目指す姿を実現するための施策展開

①戦略１ 秋田の強みを発揮できる販売環境づくり

②戦略２ 新農林水産ビジネスの展開を支える基盤づくり

③戦略３ 需要創造力と訴求力を兼ね備えた産地づくり

④戦略４ 他産業との融合による多様な付加価値の創出

⑤戦略５ 豊かで安心して暮らせる農山漁村地域づくり

⑥戦略６ 温暖化対策と環境保全対策の推進

(4) 主要指標

①産出額、農林漁家戸数、労働力（農業就業人口、林業従事者数、漁業就業者数 、）

生産基盤（耕地面積、スギ人工林整備面積等）

②目指す成果指標 ５６指標

（参考）ふるさと秋田元気創造プラン １７指標
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４ 策定スケジュール

○４月２６日 農林商工委員会でビジョンの策定スケジュールを報告

○５月下旬まで これまでの施策の検証

○６月１日～２９日 市町村、関係団体への説明・意見聴取

○６月３日 農林商工委員会でこれまでの施策の検証結果を報告

○７月１３日 秋田県総合政策審議会専門部会での意見聴取

○８月１０日～９月１０日 パブリックコメントの実施

○９月３０日 ビジョン案の策定

○１０月１日 農林商工委員会へ報告

５ 策定根拠

「 」（ ）秋田の農林水産業と農山漁村を元気づける条例 平成15年3月11日秋田県条例第38号

第九条 知事は、農林水産業及び農山漁村の振興に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、農林水産業及び農山漁村の振興に関する基本的な計画(以下この

条において「農林水産業・農山漁村振興基本計画」という。)を定めなければならな

い。
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秋田県の農林水産業・農山漁村の強み

【農 業】
１ 食味・品質に優れた農業生産に適した

気象条件
２ 全国第３位の広大な農地と基盤整備が

進んだ水田
３ 県オリジナル品種の育成など農業分野

における優れた技術開発力
４ 全国トップクラスの認定農業者、集落

営農組織
５ 直売所など全国一の女性起業数

【林 業】
１ 全国第１位のスギ人工林資源と３位の

素材生産量
２ 製材から集成材など各種の木材加工企

業が集積する有数の林業・木材産業県

【漁 業】
１ 100種を超える水揚魚介類
２ つくり育てる漁業の推進による資源量

の増加

【農 村】
１ 生産から生活全般にわたる集落機能の

維持
２ 恵まれた自然環境とあいまった望まし

い生活空間

【食・農業】
１ 世界的な食料需給のひっ迫基調と食の

安定供給への関心の高まり
２ 安全・安心な食へのニーズの高まり
３ 支援対象を兼業農家や小規模農家を含

む意欲あるすべての農業者へと転換
４ 農業者による経営の６次産業化の推進

【林業・環境】
１ 二酸化炭素吸収や土壌災害防止、水源

の涵養等、森林・林業の重要性の向上

【農 村】
１ 地域資源を活かし、第２次・第３次産

業との融合による６次産業化、新たな
ビジネスの創出を推進

時代の潮流・国の動向

克服すべき基本問題 ６つの基本戦略 目指す姿（Ｈ32）

Ⅰ 秋田の強みを発揮できる販売環境づくり
(1)産地情報をダイレクトに伝える仕組みづくり
(2)多様なニーズに機動的に対応する流通・販売

体制の確立
(3)県産農林水産物の安定供給体制の確立

Ⅱ 新農林水産ビジネスの展開を支える基盤づくり
(1)持続可能な大規模経営体等の育成と多様な担い

手の確保
(2)農林漁業者の経営安定化対策の推進
(3)水田のフル活用の推進と生産基盤の整備
(4)生産・消費現場と密着した試験研究の推進

Ⅲ 需要創造力と訴求力を兼ね備えた産地づくり
(1)県オリジナル品種を主としたブランド品目の

生産拡大
(2)安全・安心な県産農産物の供給体制の確立
(3)産地の強みを育てる新技術の普及・定着

Ⅳ 他産業との融合による多様な付加価値の創出
(1)他産業との融合・連携による多様な新ビジネス

の展開
(2)食品製造業や観光業との連携促進
(3)グローバルな産地間競争に打ち勝つ木材総合加

工産地あきたの確立

Ⅴ 豊かで安心して暮らせる農山漁村地域づくり
(1)地域資源を活用した農山漁村の活性化
(2)安心・快適な農山漁村空間の確保
(3)農地等の保全と利活用の促進

Ⅵ 温暖化対策と環境保全対策の推進
(1)新エネルギーの導入等による低炭素社会の実現
(2)水と緑の県民運動の推進
(3)森林の適正な管理による二酸化炭素の吸収促進

◆総合食品供給県と
しての地位確立

・多様な担い手がマーケッ
トを意識しながら活き活
きと活動

・高いブランド力を持った
新産地が数多く形成

・他産業と連携した新ビジ
ネスが各地で展開

・秋田のブランド魚種が全
国に流通

・新たな流通・販売チャネ
ルを確立し、水産ビジネ
スが展開

◆全国最大の木材総
合加工産地への飛躍

・森林資源を効率的に活用
できる体制が確立

・提案型の集約化施業が推
進され、木材の安定供給
体制が確立

・総合的な「木材加工産地」
としての地位が確立

◆農山漁村の活性化
と農地の維持・保全

・地域資源が活用され、他
産業等と連携したコミュ
ニティビジネスが展開

◆低炭素社会の実現
と森林の多面的機能
の維持

・新エネルギー導入が進む
とともに、環境に配慮し
た産業が起業

・適切な森林整備により、
森林の多面的機能が良好
に維持

ふるさと秋田農林水産ビジョン（仮称）案について

１ 県産農林水産物の販売環境づくり
・ 高い品質や食味、生産の安定性といった「秋田の価値」

をマーケットに十分に伝えきれず、 結果として価格交
渉力を持つことができていない

・ 秋田の強みを発揮できるよう、販売環境を整えてい
くことが必要

２ 生産能力を最大化する基盤づくり
・ 全国第３位の広大な水田や第１位のスギ人工林面積、

全国トップクラスの認定農業者と集落営農組織を確保
しているものの、農業産出額は東北最下位に止まるな
ど、そのポテンシャルを活かしきれていない

・ 本来の能力を十分に発揮できるよう、「人」「生産」
「技術」の各基盤を整備することが必要

３ 高いアピール力・需要創造力を発揮する
産地づくり

・ 県産農林水産物は、エンドユーザーに選択され、市場
シェアを獲得していくためのアピール力に欠け、同時
に中・外食や加工等の業務需要や健康や機能性などの
成長が見込まれる分野への対応も不十分な状況

・「訴求力」「需要創造力」に着目した物づくり、産地
づくりが必要

４ 多様な付加価値の創造
・ 原材料の供給に止まる経営が多い中で、農業所得の向

上を図るためには、直販や加工部門の取り込みや、観
光など他産業との連携により経営の多次元化を進め、
付加価値を創出する取組が必要

５ 農山漁村の活性化と社会資本の整備
・ 集落機能の低下が懸念される中で、農山漁村の活性化

を図るためには、自然・景観・文化等の貴重な地域資
源を活用し、都市農村交流等により地域ビジネスを創
出する取組を広げることが必要

６ 環境の保全、環境との調和の促進
・ 地球温暖化が進む中で、森林の適正管理により二酸化

炭素吸収を推進するとともにバイオマス資源や太陽光
等の新たなエネルギー導入を進めることが必要

別紙１
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秋田の強みを
発揮できる販売
環境づくり

産地情報をダイレク
トに丸ごと伝える仕
組みづくり

情報共有化の促進

多様なニーズに機
動的に対応する流
通・販売体制の確立

県産農林水産物の
安定供給体制の確
立

秋田の「丸ごとアピール」によるマーケット開拓

産地の販売力の強化

秋田スギ人工林の資源情報の整備と活用

林業・木材産業・住宅産業の連携による新たな流通システムの形成

こだわり農畜産物の生産農場直営店など直売体制の整備

新たな集出荷・流通体制の構築

多様な水産ビジネスと県産魚介類の消費を拡大する活動の展開

地産地消の推進

食の国あきた推進運動の展開

冬期農業の取組推進

新農林水産ビ
ジネスの展開を
支える基盤づく
り

持続可能な大規模
経営体等の育成と
多様な担い手の確
保

農外も含めた多様な人材の参入促進

農林漁業者の経営
安定化対策の推進

水田のフル活用の
推進と生産基盤の
整備

県産農産物の輸出を目指す生産者・事業者の育成

林業を通じた雇用の創出と担い手となる人材の育成・組織の強化

木材・住宅産業に携わる人材の育成

農畜産物の価格安定対策の推進

農林漁業者の経営安定化対策の推進

産地づくりと一体となったほ場整備の推進

戸別所得補償制度への加入促進

耕作放棄地の解消と水田フル活用の促進

安定した農業用水を確保するための施設整備の推進

森林整備と路網整備の一体的な推進

需要創造力と
訴求力を兼ね
備えた産地づく
り

県オリジナル品種を
主としたブランド品
目の生産拡大

安全・安心な県産農
産物の供給体制の
確立

産地の強みを育て
る新技術の普及・定
着

植物による土壌浄化技術の確立と普及

食品衛生法の改正に対応した秋田米の生産・流通対策の強化

秋田の環境にやさしい農業の推進

他産業との融
合による多様な
付加価値の創
出

他産業との融合・連
携による多様な新ビ
ジネスの展開

一次加工等の食関連企業の誘致活動の展開

「食・農・観」連携の
促進

グローバルな産地
間競争に打ち勝つ
木材総合加工産地・
あきたの確立

米粉用米の需要拡大と安定供給体制の確立

県内企業における商品開発支援と米粉ビジネスに取り組む経営体の育成

県内における米粉の利用促進と米粉文化の定着

「食・農・観」のＰＲの場の拡大

「食・農・観」連携の担い手の育成

農業・漁業から「観」へのアプローチ体制の強化

豊かで安心して
暮らせる農山漁
村地域づくり

地域資源を活用し
た農山漁村の活性
化

安心・快適な農山漁
村空間の確保

農地等の保全と利
活用の促進

温暖化対策と
環境保全対策
の推進

新エネルギーの導
入等による低炭素
社会の実現

水と緑の県民運動
の推進

森林の適正な管理
による二酸化炭素
の吸収促進

県民参加の森づくりの推進

生産・消費現場と密
着した試験研究の
推進

“あきた型”農業法人等意欲的な担い手の確保

漁港・漁場等の生産基盤の計画的な整備

実需者ニーズを見据えた新たな米販売戦略の推進

多様なニーズに機動的に対応する新産地の育成

外食・中食等の大口業務需要に対応する産地づくりの推進

養豚を中心とする企業畜産の積極的な誘致と秋田オリジナルの生産・飼
養方式の拡大

統合家畜市場の整備と肉用牛の産地づくりの推進

比内地鶏の認証制度の充実・強化と高付加価値化の推進

資源の適正な利用による「秋田ブランド」魚種の安定供給

観光産業への活用も踏まえた地域水産資源の維持・管理

「新・秋田スギブランド」の創造による県産材の競争力の形成

効率的な路網整備と高性能林業機械の導入による低コスト施業

漁港後背地域等を活用した秋田型養殖の定着による複合経営化の促進

新技術導入による園芸作物の本作化の推進

他産業との連携・融合を通じた新ビジネスの展開支援

連携・融合に向けた基礎的な支援体制の構築

地域特性を踏まえた木材関連産業の育成・強化

地域の自立を担う人材の育成・確保

地域資源を活かした農山漁村コミュニティ・ビジネスの推進

高齢化等集落対策の推進

豊かな農山漁村環境の再生・整備

ため池の改修等による農地等の減災対策

暮らしを守る森づくり

農地等の維持・保全活動の推進

耕作放棄地等の有効活用

藻場・浅場等の維持・保全活動の推進

新エネルギーの導入促進

環境・リサイクル関連産業の創出・育成

低炭素社会への貢献による林業・木材産業の新たな価値の形成

間伐など森林整備の適切な推進

森林病害虫被害対策の推進（松くい虫被害）

県オリジナル品種や新商品の開発促進

木材産業と研究機関との連携による製品開発等の推進

現場ニーズに即した試験研究の推進

安全・快適に暮らせる生活環境基盤の整備

大豆の高位安定生産による所得向上と信頼される産地づくり

起業活動を担う女性農業者の育成

森林病害虫被害対策の推進（ナラ枯れ被害）

園芸施設の省エネルギー対策の推進による温室効果ガスの削減

マーケットイン戦略を担うリーダーの育成

持続的な漁業の発展を支える強い担い手の確保

多様な米の用途に対応した低コスト技術体系の確立

出版社や旅行会社との連携の強化

別紙２
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２．戸別所得補償モデル対策等の加入申請状況について

水田総合利用課

１ 加入申請件数見込（７月末現在）
加入申請件数は約５万件と、２１年産水稲共済加入戸数とほぼ同数、集落営農

の構成農家戸数を含めた加入申請戸数は約６万戸となっている。
これは、農業の先行きに対する不安から、本対策への農業者の期待が大きいも

のと考えられる。

２ 米戸別所得補償モデル事業加入申請面積見込（７月末現在）
加入面積は、７５，１４７ｈａであり、生産数量目標の面積換算値をもとにし

た加入率は、９３．１％となっている。

３ 水田利活用自給力向上事業加入申請面積見込（７月末現在）
( ) 加入面積は、大豆が最も多く約８，０００ｈａとなっており、次いで加工用1

米が多い状況となっている。
( ) 前年対比で、米粉用米は１６６％、飼料用米は５３２％、加工用米は２２５2

％となっている。

単位：ha

加入面積
生産数量目標
面積換算値

加入率

秋田県 75,147 80,703 93.1%

全 国 1,078,560 1,427,265 75.6%

単位：ha

区分 麦 大豆
飼料
作物

米粉
用米

飼料
用米

稲
ＷＣＳ

加工
用米

その他 計

申請
面積

496 8,253 2,350 752 729 695 8,023 9,020 30,318

単位：件、戸
経営形態別

構成戸数

Ａ=B+C+D Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

秋田県 49,626 48,931 202 493 10,974

全 国 1,319,845 1,306,771 5,844 7,230 222,535

※参考 加入率

Ｆ=B+C+E Ｇ A/G F/G

秋田県 60,107 51,088 97.1% 117.7%

全 国 1,535,150 1,755,763 75.2% 87.4%

件 数
ベース

戸 数
ベース

加入申請
件 数

※参考
加入申請
戸 数

個人 法人

H21水稲
共済加入
戸 数

集落営農
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４ 戸別所得補償モデル対策の助成見込（７月末現在）
加入申請面積から試算すると、米戸別所得補償モデル事業は約１０６億円、水

田利活用自給力向上事業は約９２億円で、合計は約１９８億円。
これは、平成２１年度の米政策関連対策の交付金額より約９１億円増加してい

る状況。

【平成21年度助成額】

交付額
（百万円）

産地確立交付金 5,246
新需給調整システム定着交付金 326
稲作構造改革促進交付金 1,423
水田等有効活用促進交付金 851
需要即応型水田農業確立推進事業 2,884

計 10,731

助成金の種類

助成面積 交付単価 交付金額

（ha） （円/10a） （百万円）

米戸別所得
補償モデル
事 業

主 食 用 米 70,555 15,000 10,583

麦 496 35,000 174

大 豆 8,253 35,000 2,889

飼 料 作 物 2,350 35,000 823

米 粉 用 米 752 80,000 602

飼 料 用 米 729 80,000 583

稲 Ｗ Ｃ Ｓ 695 80,000 556

そ ば 1,939 20,000 388

な た ね 139 20,000 28

加 工 用 米 8,023 20,000 1,605

その他作物 6,942 10,000 694

激変緩和調整枠 － 872

計 30,318 9,212

合 計 100,873 19,795

※米戸別所得補償モデル事業の助成面積は、加入申請面積から10a控除した後のもの。
控除面積は、加入申請件数45,922件×10aと仮置した。

水田利活用
自給力向上
事 業

区分 作物名
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３．統合家畜市場の整備に係る農畜産業振興機構事業の

採択等について

家畜生産対策室

統合家畜市場の整備に活用を要望してきた農畜産業振興機構の事業については、今年度

の建築設計の一部を助成対象として実施できることになった。

なお、今年度の事業の進捗状況については、用地取得及び造成工に必要な調査・測量業

務の着手が２ヶ月ほど遅れている。

１ (独)農畜産業振興機構事業の採択について

(1) 採択の経緯

要望していた（独）農畜産業振興機構の事業については、事業費の圧縮などで協議

が難航していたが、助成対象をセリ場本体に限定して、今年度実施の建築設計が９月

１日付けで事業採択された。

(2) 補助事業の概要

ア 事業主体 秋田しんせい農業協同組合

イ 事 業 費 ３，２２３千円

〔建築設計費（契約額）×セリ場概算建築費／全体概算建築費

＝９，６９０千円×３１２，３４５千円／９３８，８００千円〕

ウ 補 助 金 １，０７４千円（補助率１／３）

(3) 今後の対応

ア ２２年度県予算

今年度の総事業費が確定した時点で、機構の補助金相当額を一般財源から減額補

正する。

イ ２３年度における機構事業の活用

２３年度に実施する建築工事についても、機構事業が採択されるよう、協議を継

続する。

なお、２３年度の県予算については、機構の補助金額を含め一般財源で計上し、

機構からの交付決定後に減額補正する。

２ 現在の進捗状況について

ＪＡしんせいでは、今年度の調査・測量業務について、６月２５日の総代会後に各

種手続きを行ったことから、当初の５月上旬の着手予定が２ヶ月ほど遅れている。

今後は、２４年４月の市場オープンに向けて、事業主体はもとより請負業者と協力

しながら工期の短縮に努める。
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４．漁業調査指導船代船建造事業の進捗状況について

水産漁港課

１ 事業の目的

水産資源の状況や量、海洋環境の把握を行う海洋・水産資源調査と新たな需要に基

づく調査研究を実施する調査船の効率的な運用を船員の縮減を踏まえつつ図るため、

新漁業調査指導船の建造に向け平成２２年度は基本的な設計を行う。
この一環として、船の建造・調査等の専門家や漁業者代表等からなる代船建造検討

委員会を設置し、新漁業調査指導船の仕様等について検討を行う。

２ 代船建造検討委員会の検討結果

(1) 検討委員：(独)水産総合研究センター水産工学研究所漁船工学グループ長、

同 日本海区水産研究所日本海海洋環境部長、北海道大学教授、

県漁協組合長、県漁業士会長、農林水産部次長、水産振興セン
ター所長、水産漁港課長 計８名

(2) 委員会の開催：５月２０日、７月６日 計２回

(3) 調査船の調査：６月７日（青森県 、６月９日（山形県））

(4) 検討結果の要約：
ア 代船の総トン数及び船体長については、安全性を重視して検討すること。

イ 経済性については、建造コストだけではなく、運航のランニングコストにも配

慮すること。
ウ 漁労装置・調査機器類については、秋田県の主要な漁業である底びき網漁業や

はえ縄漁業に必要な装備を優先すること。

エ 機関室については、メンテナンスに配慮し、充分なスペースを確保すること。

オ 素案の７０トン台については、底びき網などの必要装備を搭載するにはやや不
安がある。もう少し規模の大きな船体とすることが出来ないか。

３ 代船建造基本構想

(1) 新調査船の基本方針
ア 中型の調査船であっても日本海の波浪に強く、少々の時化でも調査が可能な船

体構造であり、安全性、耐航性が確保されること。

イ 本県の基幹漁業である底びき網漁業に重要な底魚資源情報を把握するため、県
内の底びき網漁船が装備している漁労装置を導入すること。また、特にハタハタ

稚魚の資源状況を把握するための板びき網も同じ漁労装置を兼用できるものとす

ること。

ウ 精度の高い調査研究業務に対応できる調査機器類を導入すること。
エ 中型の調査船であっても効率的な調査が可能となるよう一定速力（最低１１ノ

ット）が確保できる性能と構造であること。

オ 省人・省力化を図るとともに、作業の安全性・快適性に十分に配慮し、緊急時
にも機動的に対応できる性能を有していること。

カ 運航時も含めて経済性に配慮すること。

(2) 新調査船の業務概要

ア 調査研究業務
ａ 海洋環境調査（一部取り止め）

ｂ ハタハタ資源管理調査

ｃ 底魚資源調査（タラ類、カレイ類等）

ｄ 新魚種・浮魚資源調査（トラフグ、クロマグロ等 【 】） 新
ｅ 沿岸域の漁場環境の監視
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ｆ その他の調査（大型クラゲ対策調査等）

イ 研修業務（漁業者や新規就業希望者を対象）

ウ その他（海難事故等への対応）

※ 平成２０年度から取り止めているスルメイカ調査については、今後も調査を
実施しない予定。

(3) 新調査船の仕様案

ア 規模：総トン数 ７０～９０トン台

イ 定員：乗員 ８名
調査員 ４名（調査員が少ない場合は、長期研修者の乗船が可能）

計１２名（２４時間未満では、さらに１２名の短期研修者の乗船が

可能）
ウ 主な装備（詳細は別紙）

調 査 研 究 業 務

装 置 ・ 機 器 名 海洋環境 ハタハタ資 底魚資源 新 魚 種 ・ 浮 沿岸域の漁場 そ の 他

調 査 源管理調査 調 査 魚 資 源 調 査 環 境 の 監 視 の 調 査

○ ○ ○ａ 底びき網・板びき網漁労装置

○ｂ はえ縄漁労装置

○ ○ ○ ○ ○ ○ｃ ＣＴＤ(深度別塩分水温自動
測定装置）

○ ○ ○ ○ｄ 多層式流向流速計

○ ○ ○ ○ｅ 科学計量魚群探知機

４ 基本設計業務委託の概要

(1) 業務委託者：企画提案競技方式（公募型プロポーザル方式）により選定

(2) 委託上限額：５，５４４千円（平成２２年度当初予算）

(3) 提案競技審査員：
・ (独)水産総合研究センター水産工学研究所漁船工学グループ長

・ 北海道大学教授

・ 農林水産部次長

・ 水産振興センター所長
・ 水産漁港課長

(4) スケジュール：

・ 提案競技公告：平成２２年９月３日
・ 審査予定時期：平成２２年１０月中旬

・ 履 行 期 限：平成２３年２月２５日まで

(5) その他

・ 概略船価見積書の納品期限は平成２２年１１月５日までとし、平成２３年
度当初予算に実施設計費と建造事業費を要求していく。

（造船の場合、実施設計は建造請負者が行うため、今回の委託は基本設計ま

でである ）。

参考：現在の漁業調査指導船

調 査 船 総トン数 竣工年(経過年数) 必要乗員数 主な調査内容

水産資源調査(沖合)、底びき
千秋丸 １８７トン 平成９年(１３年) １２名

網試験操業、海洋環境調査等

水産資源調査(沿岸 、）
第二千秋丸 １８トン 平成３年(１９年) ４名

沿岸域環境把握調査等
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別紙 新調査船における主要装備案

Ｎｏ 項目 装備機器名称等 使途．

１ 航海計器 サテライトコンパス 航海
２ 〃 オートパイロット（操舵装置） 〃
３ 〃 レーダー（ 、２ユニット） 〃25kw
４ 〃 航法装置 〃DGPS
５ 〃 航海情報・電子海図情報表示器 〃
６ 〃 真風向風速計 〃

７ 機関関係 主機関 ４サイクル中速ディーゼル 機関
８ 〃 補機関 ２台 〃
９ 〃 発電機 ２台 〃

１０ 〃 減速機 １台 〃
１１ 〃 主空気圧縮機 ２台 〃
１２ 〃 燃料油精密フィルター １台 〃
１３ 〃 主機関潤滑油洗浄装置 〃
１４ 〃 油水分離機 〃
１５ 〃 セントラル冷却方式（清水） 〃
１６ 〃 バウスラスタ 〃
１７ 〃 機関室監視用テレビ装置 〃

１８ 甲板機器 係船機 甲板機器

１９ 漁労装置 漁労兼観測作業監視用テレビ装置 安全監視
２０ 〃 冷凍冷蔵装置（－５℃） 各種調査サンプル保管用
２１ 〃 荷役クレーン 調査機器・漁具運搬用
２２ 〃 荷役ホイスト 〃
２３ 〃 魚群探知機 各種調査用
２４ 〃 スキャニングソナー 新魚種・浮魚資源調査
２５ 〃 潮流観測装置（３層） 各種調査用
２６ 〃 トロール・底びきウインチ（かけ回し･ ハタハタ資源管理調査、底魚

網口開口板ひき網用） 資源調査
２７ 〃 漁労用ウインチ 各種調査用
２８ 〃 ラインホーラー（頭部交換式） 新魚種・浮魚資源調査

２９ 海洋観測機器 観測ウインチ（電動） ｍ 海洋環境調査1500
３０ 〃 ウインチ（油圧） ｍ 〃CTD 2000
３１ 〃 測定装置＋ 、 ゾンデ 〃CTD DO chl-a
３２ 〃 採水、採泥用ウインチ（電動） 〃
３３ 〃 観測用ダビット 〃
３４ 〃 ナンセン採水器 〃
３５ 〃 海洋データ処理システム 〃
３６ 〃 多層式流向流速計（ＡＤＣＰ） 〃
３７ 〃 採泥器 沿岸域の漁場環境の監視

３８ 資源調査機器 科学計量魚群探知機（３周波式） ハタハタ資源管理調査、底魚
資源調査、その他調査等

３９ 〃 海底地形探査装置 〃
４０ 〃 水中テレビ装置 〃
４１ 〃 トロール網水温水深測定装置 〃
４２ 〃 ネットレコーダー 〃

４３ 通信機器 無線電話送信機（ ） 通信・安全管理MF/HF GMDSS
４４ 〃 全波受信機 １台 〃
４５ 〃 ＶＨＦ無線電話 １台 〃
４６ 〃 携帯型双方向 無線電話装置１台 〃VHF
４７ 〃 ナブテックス受信機（日本語） 〃
４８ 〃 イーパブ（救命設備） 〃
４９ 〃 レーダートランスポンダー（救命設備） 〃
５０ 〃 無線電話 〃MF/HF SSB
５１ 〃 無線電話（漁船連絡） 〃27MHz DSB
５２ 〃 無線電話（漁船連絡） 〃150MHz DSB
５３ 〃 沿岸用船舶電話（沿岸衛星電話） 〃
５４ 〃 船内指令装置（アンプ） 〃
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５．ナラ枯れ被害と防除対策について

森林整備課

今年度のナラ枯れ被害の状況と、実施している防除対策は次のとおり。

１ 被害の状況

今夏の異常な高温による樹木のストレスとカシノナガキクイムシの活動活発化等

により、新たに横手市で被害が発生するなど被害が拡大し、被害量は６市１村で

１,１２９本となった。

(1) 被害市町村と被害量（９月１０日現在）

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２区 分

被害量 ２１本(6m ) ２本(0.1m ) ４本(6m ) 本(105m ) ８０２本
3 3 3 3３４９

にかほ市(21) にかほ市(2) にかほ市(2) にかほ市(46) にかほ市(148)

被 害 湯沢市(2) 湯沢市(173) 湯沢市(278)

由利本荘市(115) 由利本荘市(185)

発 生 東成瀬村(3) 東成瀬村(32)

秋田市(8) 秋田市(31)

市町村 男鹿市(4) 男鹿市(59)

横手市(69)

－ － １本 ２０３本 ３２７本国有林
２１本 ２本 ５本 ５５２本 １,１２９本県 計

２ 今後の対策

「秋田県ナラ枯れ防除実施方針」に基づき、引き続き早期発見に努めるとともに、適

期に全量駆除を行う。

(1) 監視の強化

ア 巡視員を県南地区から全県へ増員（６４名）配置し、さらに関係機関による一斉

調査（９月上旬）及びヘリ探査（９月１０日）により被害状況を的確に把握する。

イ ナラ林分布図を防除関係者に配布し、現地調査や防除に活用する。

ウ 被害木等の移動ガイドラインを配布し、被害木等の有効活用を図る。

(2) 防除と活用を行うナラ林の絞り込み

ア 重点的に防除を行う「守るべきナラ林」について特定する。

、 （ ）、 。・ ８月末現在 森林公園や景勝地等８３箇所 ２,１１１ｈａ 名木や古木１５本

イ ナラ林を有効に活用し、ナラ枯れに強い森林を育成する「活用すべきナラ林」に

ついて特定する。

・ ８月末現在、概ね１０齢級以上で１,４４７ｈａ。

(3) 防除の推進

ア 被害木の駆除

・ ８月１２日、にかほ市三崎公園内の被害木９本の駆除を実施。

・ 県が実施主体となり、年度内に全量駆除する。

イ 健全木の予防

・ 由利本荘市及び湯沢市が、年度内に殺菌剤の樹幹注入を実施する。
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H22ナラ枯れ被害位置図（9.10現在）
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（H22.9.10航空探査写真）

部分的に集団枯損

（H22.9.10航空探査写真）

奥山で被害発生

ナラ枯れ被害状況写真

写真 ①

由 利 地 域

写真 ②

雄 勝 地 域

マスアタック



 18



 19

６．秋田県水と緑の森づくり税事業の実施状況について

森林整備課

秋田県水と緑の森づくり税事業の平成２２年度実施状況は次のとおり。

１ 平成２２年度水と緑の森づくり税予算額

歳入は平年度ベース。歳出は前年度残額を含め、５億１千３百万円で事業を推進。

（単位：千円）

区 分 平成21年度実績 平成22年度見込み 対前年度比

歳 入 額 467,945 469,363 100%

歳 出 額 403,714 512,996 127%

２ 事業実施状況について

、 、・ ハード事業では 針広混交林化のモデル林を設置するなど事業の啓発を行いながら

県内全域４３地区で実施。

・ ソフト事業では、森林環境教育の推進、森林ボランティア支援など約１万４千人

（１０８団体）の県民参加を得て森づくり活動を実施。

・ 里山広葉樹の保全のため、ナラ林分布図の作成やナラ林の更新・活用の実証試験等

を実施。

（８月末日現在）

事 業 名 事 業 量

当初計画 実 施 状 況

ハ 針広混交林化事業 23地区 16地区370haで実施中

｜ 425ha

ド マツ林健全化事業 ４地区 ４地区186haで実施中

事 186ha

業 里山林保全事業 13地区 10地区で実施中

広葉樹林再生事業 ３地区 ２地区で実施中

ソ 森林環境教育事業 34件 30件で実施中(3,300人)

フ 森とのふれあい事業 29件 26件で実施中(2,300人)

ト 21件 18件で実施中(3,500人)森林ボランティア事業

事 県民提案事業 36件 33件で実施中(4,900人）

業 普及啓発事業 シンポ 補助事業４件 うち 2件実施中(500人)、

ジウム等

（ ）の内は参加人数

３ 県民への周知啓発

・ 森林に対する理解や森づくりの意欲喚起のため、新たに全県の小中学生・保護者に

各地域で実施されている森づくり活動の紹介冊子２０万部を配布するほか、森づくり

税の仕組みや使途について、引き続き専用ホームページへの掲載や啓発リーフレット

の配布を実施。

・ 県の全戸配付「県政だより・秋田で元気に！ （２月号）において森づくり税特集」

を掲載予定。
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平成22年度 秋田県水と緑の森づくり税事業実施箇所 位置図


